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研究要旨 

本研究は、アレルギー疾患対策基本法に基づく政策的取り組みの効果と、地域間・年

齢層間に残されたアンメットニーズを、レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）を用いて可視化し、評価指標として構築することを目的として開始された。

令和 6 年度はその初年度にあたり、主に NDB を用いた解析に必要なデータ申請手続き

および既存データを用いた基礎的検討を進めた。また、研究体制の整備と疾患別の解

析枠組みの設計、ならびに各アレルギー疾患に関する疾患定義および解析指標の検討

を行った。 

具体的には、気管支喘息における生物学的製剤（Bio）の処方傾向や重症患者の定義、

食物アレルギーにおけるアドレナリン自己注射薬（エピペン）の処方数と処方時期の

分布、アレルギー性鼻炎における舌下免疫療法（SLIT）の導入と継続率、アトピー性

皮膚炎における全身療法導入患者の抽出法などを中心に探索的分析を実施した。これ

により、今後の多施設的・政策的な比較検討に資する基礎データの蓄積が可能となっ

た。 

 

 

A.研究目的 

本研究は、アレルギー疾患対策基本法に基づ

く政策的介入の実効性を定量的に評価し、日本

全国におけるアレルギー疾患医療の質および経

年推移を可視化することで、科学的根拠に基づ

く政策形成を支援することを目的とする。研究

対象は、食物アレルギー（FA）、気管支喘息

（BA）、アレルギー性鼻炎（AR）、アトピー

性皮膚炎（AD）の 4 疾患であり、全国規模の

診療実態を NDB（レセプト情報・特定健診等情

報データベース）を用いて解析する。 

初年度である令和 6 年度においては、研究計画

に基づき、（1）研究体制の確立、（2）NDB



データ利用に関する申請・承認手続き、（3）

既存データを用いた予備的解析、（4）各疾患

における対象患者定義および評価指標の設計、

（5）将来のアウトカム評価に資する疾患別解

析枠組みの構築、を中心に研究を進めた。これ

らの取り組みにより、今後の本格的解析と政策

評価に資する基盤が整備されつつある。 

また、研究班会議等を通じて、NDB を用い

た解析の限界や疾患ごとのデータ解釈上の課題

についても共有し、疾患横断的な視点からの解

析戦略や、政策的有用性を意識した指標の設計

について議論を深めた。 

 

B.研究方法 

本研究は、全国的なアレルギー疾患診療の実

態とその経年変化を、NDB（レセプト情報・特

定健診等情報データベース）を用いて明らかに

し、政策介入の効果を検証可能な評価指標を構

築することを目的として実施された。対象疾患

は、気管支喘息（BA）、食物アレルギー

（FA）、アレルギー性鼻炎（AR）、アトピー

性皮膚炎（AD）の 4 疾患である。 

 

研究体制は、研究代表者のもと、10 名の研究

分担者および複数の研究協力者により構成さ

れ、各疾患ごとに担当者を定めて疾患別解析体

制を整備した。FA は佐藤・桑原・長尾ら、BA

は神尾・森田・野田ら、AR は坂下・長尾・野

田ら、AD は二村・佐藤・長尾らが主に担当

し、野田らが全体の NDB データ処理・統括解

析を担った。各疾患においては、対象患者の抽

出定義、主要薬剤の使用状況、治療継続率、ア

ウトカム指標の設計について検討を行い、今後

の進捗管理に向けた基礎枠組みを構築した。 

 

令和 6 年度は研究初年度にあたり、主に以下の

方法で実施された：（1）NDB のデータ利用に

関する申請と承認、（2）既存データを用いた

予備的解析、（3）疾患定義および評価指標の

設計、（4）探索的な集計・傾向分析による課

題抽出、である。NDB データの分析にあたっ

ては、患者の匿名性が確保された形式で提供さ

れた情報を用い、個人を特定し得ない集団レベ

ルでの集計・解析を行った。 

 

【倫理面への配慮】 

本研究は、既存の匿名化済みのレセプトデータ

を用いる二次利用研究であり、個人情報保護の

観点から倫理的配慮がなされたデータ構造で実

施された。研究実施にあたっては、国立病院機

構三重病院の倫理審査委員会で一括審査を行い

承認を取得済みであり、人権の尊重および不利

益の回避に最大限配慮した。対象者個人へのイ

ンフォームド・コンセントは不要であるが、研

究計画の透明性を担保するため、研究概要およ

び目的等については研究機関のウェブサイト等

を通じて周知を図ることとする。 

また、研究対象となるデータはすべて非識別化

されたものであり、個人への影響を及ぼす情報

は一切取り扱っていない。さらに、研究班内で

も、解析過程におけるデータ管理体制と情報共

有の枠組みを整備し、適正なデータ取り扱いを

遵守することで、倫理的妥当性を担保してい

る。 

 

C.研究結果 

令和 6 年度は本研究の初年度として、アレル

ギー疾患の医療実態を可視化するための基盤整

備と予備的解析を中心に実施した。具体的に

は、以下の成果を得た。 

 

（1）NDB 利用申請と承認 

厚生労働省保険局に対して、2013 年 4 月から

2024 年 3 月までのアレルギー関連データ（11



年分）の包括的な利用申請を行い、無事に承認

を得た。都道府県単位に加えて、拠点病院群と

それ以外の医療機関を分離可能な形式で申請す

ることにより、医療資源配置の観点からの比較

分析が可能となるデータを申請している。 

 

（2）気管支喘息（BA） 

2015 年から 2022 年の NDB データを用いて、

吸入ステロイド薬（ICS）の継続処方患者数お

よびバイオ医薬品（Bio）使用の傾向を探索し

た。その結果、15 歳未満では ICS 新規導入例

が減少傾向にあり、15 歳以上では増加傾向が

みられた。また、病院では継続的処方患者数は

横ばい、クリニックでは増加傾向が確認され

た。これにより、年齢層や施設形態による診療

の違いが明確になった。 

 

（3）食物アレルギー（FA） 

食物アレルギー（FA）に関しては、2016～

2021 年度におけるエピペン新規処方件数の推

移、年齢層・性別・施設別の傾向、およびアド

レナリン注射後のエピペン処方率や再投与実態

を NDB を用いて検討した。新規処方は年間約

3 万人で推移し、0～9 歳に多く、診療所と病

院の割合はおおむね均等であった。アドレナリ

ン注射後のエピペン処方率は全体で 5 割未満、

薬剤アレルギーではさらに低く、再投与率も

年々減少していた。これらの結果は、FA にお

ける緊急対応体制や医療アクセスの評価指標構

築に有用であり、今後の政策的活用が期待され

る。 

（4）アレルギー性鼻炎（AR） 

SLIT（舌下免疫療法）に焦点を当て、既存デー

タを用いて処方数・年齢別の導入傾向を確認し

た。ダニ SLIT は 5–14 歳で 2018 年以降に急増

し、スギ SLIT も成人を中心に増加傾向を示し

た。継続率（コンプライアンス）は約 60％で

あり、地域差および処方医の専門性との関連に

ついても検討を進めた。 

 

（5）アトピー性皮膚炎（AD） 

AD における疾患定義の整理と、全身療法（Bio

および JAK 阻害薬）の導入患者の抽出法を設計

した。3 回以上・12 週以上継続処方を受けた

患者を対象に、受診行動やステロイド外用薬の

使用状況を分析した。また、Bio 導入前後での

併用薬変化や、喘息の合併との関連性について

も探索的に検討した。 

 

（6）疾患横断的検討 

各疾患で共通となる評価指標設計やスコア化手

法について、研究班内で共有と検討を行い、令

和 7 年度以降のアウトカム評価および地域間比

較に資する枠組みを整えた。 

 

以上の成果により、本研究の今後の目的である

「政策介入効果の定量的評価」「標準的医療提

供の達成度評価」に向けた実証分析の足場が構

築された。 

 

D.考察 

令和 6 年度において得られた成果は、各アレ

ルギー疾患における診療の実態および変遷を明

らかにするための基礎的知見を提供するもので

あり、今後の「診療評価指標」の作成に向けた

出発点となる。特に、バイオ医薬品の導入時期

や継続率、舌下免疫療法の普及度、アドレナリ

ン自己注射薬の使用動向、全身療法の導入経過

といった、実臨床の中で治療強度や重症度を間

接的に示す指標候補となる項目が明確になった

点は重要である。 

 



一方で、指標化に進むためには、以下の追加的

な情報と分析が必要であると考えられる。 

 

第一に、重症度の定義と層別化が必要である。

例えば、BA においては高用量 ICS および Bio

導入歴、AR においてはステロイド内服や LTRA

併用の頻度、AD では外用薬の強度と量、FA で

はエピペンの再処方や OFC の施行歴などを踏

まえて、疾患ごとの「重症群」の抽出基準を整

備する必要がある。これにより、治療の必要性

と実施状況のギャップを評価できる指標構造が

成立する。 

 

第二に、アウトカムとの関連性評価が重要であ

る。NDB 上では直接的な臨床アウトカムは取

得できないが、BA での急性増悪（入院やプレ

ドニゾロン短期投与）、FA でのアドレナリン

再投与、AD での長期的外用薬量変化、AR での

治療中断後の再診率など、代替的アウトカムを

設定して、指標と結果の関連性を検討すること

で、指標の妥当性と実効性を検証可能となる。 

 

第三に、地域差・年齢差に対する標準化処理が

求められる。単純な処方率では、地域ごとの人

口構成や医療体制により結果が歪む可能性があ

るため、標準人口構成による補正や、診療機関

別（病院・診療所）での比較を前提とした解析

が必要である。さらに、疾患ごとの専門医分布

などの構造的要因も加味する必要がある。 

 

今後、令和 7 年度以降の研究では、令和 6 年度

に設計・検討した疾患定義・評価枠組みをもと

に、NDB 新規データを用いた本格的な分析を

実施し、各疾患ごとの診療指標（例：人口 10

万人あたり Bio 導入率、継続率、指標疾患あた

りの SLIT 処方数など）を開発する予定であ

る。あわせて、アウトカムデータとの関連性を

加味したスコア化を進め、都道府県別・施設種

別での比較に資するベンチマークモデルの開発

を視野に入れる。 

 

以上より、令和 6 年度の成果は、指標開発の基

盤的検討段階として意義深く、次年度以降にお

ける「実装可能で政策的意義をもつ診療評価指

標」の確立に向けた道筋を示すものとなった。 

 

 

E.結論 

本研究は、アレルギー疾患に関する政策的介

入の評価と診療の均てん化を目的として、レセ

プト情報等を活用した実態解析と評価指標の設

計を行うものであり、令和 6 年度はその初年度

として、基盤構築と予備的検討を中心に取り組

んだ。 

 

その結果、気管支喘息における Bio 使用状況、

食物アレルギーにおけるエピペン処方の傾向、

アレルギー性鼻炎における SLIT 導入の普及

度、アトピー性皮膚炎における全身療法の処方

実態など、各疾患における診療上の課題と構造

的傾向が明らかとなった。これにより、次年度

以降に実施される本格的解析に向けた評価フレ

ームの整備が概ね完了した。 

 

また、研究班内での情報共有と議論により、重

症度の層別化、代替アウトカムの設定、標準化

処理の必要性といった、診療指標化に向けた論

点が明確化されたことも、今後の成果の発展に

とって大きな意味を持つ。 

 

今後は、令和 7 年度以降の NDB 新規データを

活用し、確立した定義と指標案に基づく定量的

評価を通じて、アレルギー疾患対策の進捗を測

定し、地域間格差や施策効果の「見える化」を



達成する。これにより、アレルギー疾患領域に

おける科学的根拠に基づく政策立案と、より公

平な医療提供体制の実現に貢献することが期待

される。 

 

 

F.健康危険情報  

本研究において、令和 6 年度の解析・検討段

階で国民の生命・健康に重大な影響を及ぼすよ

うな新たな健康危険情報は確認されていない。

NDB を用いた解析は匿名化された二次データ

を対象としており、臨床的介入を伴う研究では

ないため、研究過程で直接的な健康危険情報に

接する機会もなかった。引き続き今後の分析過

程において、予期せぬ有害事象の可能性が示唆

されるデータが得られた場合には、速やかに所

定の手続きに基づいて対応する予定である。 
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H.知的財産権 

令和 6 年度において、特許出願・登録、実用

新案登録、著作権の取得等の知的財産権の出

願・取得は行っていない。今後、診療指標の構

築に関するアルゴリズムや評価スコアの体系化

が進展した場合には、必要に応じて知的財産権

の保護について検討する。 
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づく政策的介入効果の評価法の開発に関する研究（気管支喘息） 
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研究要旨 

本研究では、レセプト情報に基づく気管支喘息（BA）診療の実態把握と、今後の診療

評価指標の開発を目的とし、既に進行している森田班の NDB 解析を基盤としつつ、指

標化に資する追加情報の検討を行った。令和 6 年度は、Bio 使用の適応推定および処方

率、急性増悪との関連性について予備的解析を行い、都道府県別・施設別の偏りや支

援制度の差異がアウトカムに与える影響を評価する視点の重要性が確認された。 

 

 
A.研究目的 

本研究の目的は、NDB を用いた気管支喘息

診療の可視化と、地域間格差の構造分析を通じ

て、政策的に有効な診療評価指標の開発に資す

ることである。特に、森田班が実施する生物学

的製剤（Bio）の導入実態および急性増悪との

関連解析結果を踏まえ、当班では地域別の患者

分布、医療補助制度、医療機関種別情報を重ね

ることで、より政策活用可能な評価指標案の設

計を目指す。 

 

 

B.研究方法 

森田班が申請・取得した 2013～2023 年度の

NDB を用い、中・高用量 ICS 継続処方歴のある

患者から Bio 適応患者を定義し、その中で Bio

が処方されている割合を指標候補とした。さら

に、都道府県別、年齢層別、医療機関種別（病

院/診療所）の集計を行い、地域格差の構造を

探索した。加えて、小児慢性特定疾病対象年齢

制度や自治体の助成制度の有無との関連性につ

いて、統計的に整理する枠組みの構築を行う。 

 
 
 

C.研究結果 

15 歳未満の中・高用量 ICS 新規処方数は

年々減少する一方、15 歳以上では増加傾向が

認められた。継続的な処方患者は病院で横ば

い、クリニックで増加傾向にあった。Bio の使

用率は、都市部で相対的に高く、地方では同等

の適応があるにもかかわらず処方率が低い地域

が存在した。また、医療補助制度の有無によっ

て Bio の継続率に影響があることが示唆され

た。これらの知見から、都道府県別の「Bio 導

入率／重症喘息患者数」指標の候補として検討

された。 

 

 

D.考察 

Bio 導入率を指標化するにあたっては、重症

度定義の妥当性、処方継続率、医療制度との関

連性を加味する必要がある。地域差の原因とし

て、専門医の分布、患者アクセス、自治体補助

制度の違いが寄与しており、指標の正当性を担

保するにはこれら変数を含めた補正が必要であ

る。また、急性増悪の回数（入院歴・短期ステ

ロイド使用）をアウトカム指標とし、それとの

相関から Bio 導入率指標の妥当性を検証する必

要がある。さらに、患者人口 10 万人あたり



Bio 導入率、急性増悪 1 件あたり Bio 導入件数

など、異なるアプローチからの複数指標構築も

検討すべきである。 

 

E.結論 

森田班のデータ解析結果を活用しつつ、当班で

は気管支喘息の診療指標化に向けた視点から、

地域別・制度別要因の整理と分析フレームの設

計を行った。今後は、都道府県単位での「Bio

導入率／適応患者数」指標を中核とし、政策的

支援の重点化や医療資源の最適配分に活用可能

な構造指標の開発を目指す。 
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研究要旨 

本研究では、レセプト情報を活用し、食物アレルギー（FA）に対する診療実態の把握

と、今後の評価指標化に資する構造的課題の抽出を行った。特に、森田班が進めるア

ドレナリン自己注射薬（エピペン）処方実態の解析を基に、当班では年齢層別・地域

別の処方状況、OFC（経口負荷試験）の施行状況、および緊急対応へのアクセス性を反

映する指標構築に向けた視点を検討した。 
 

 

 

A.研究目的 

本研究の目的は、FA に関する診療の地域格差

および緊急対応体制のばらつきを可視化し、ア

レルギー疾患対策の実効性を評価するための定

量的指標の開発に資することである。森田班に

よる処方傾向分析を基盤として、当班では新規

エピペン処方の年次推移、アドレナリン投与後

のフォロー体制、OFC 実施状況などを補完的に

評価し、都道府県別の緊急医療アクセス状況を

測る構造指標案の設計を目指す。 

 

 

B. 研究方法 

 本研究では、ナショナルデータベース

（NDB）を用いて、アドレナリン自己注射薬

（エピペン）およびアドレナリン注射薬の処方

実態に関する経年変化を明らかにするととも

に、アドレナリン投与後の自己注射薬処方状況

や再投与の実態を把握することを目的とした。   

データは 2013 年 4 月〜2022 年 3 月の診療分

を対象とし、集計期間は 2016 年度から 2021 年

度までの 6 年間とした。エピペン新規処方患者

については、処方日（index date）を基準に、

その前 1095 日間に同薬剤の処方がない者を新

規患者と定義した。 

 

C. 研究成果 

 

本研究により、以下の主要な知見が得られた。 

 

1. エピペン新規処方件数の推移   

 2016 年度から 2021 年度にかけて、年間おお

よそ 3 万人前後の新規処方患者が確認された。

年齢層別では 0〜9 歳が最も多く、特に乳幼児

期の処方数が高かった。製剤別には 0.15mg 製

剤の方が 0.3mg よりも多かった。 

 

2. 性別・施設別の傾向   

 エピペンの処方は男性に多く、また診療所と

病院でほぼ同程度に処方されていたが、コロナ

禍以降は診療所での処方が増加傾向にあった。

食物アレルギーに関連する傷病名を有する患者

への処方が最多であり、薬剤アレルギーに対す

る処方は非常に少数であった。 

 

3. アドレナリン注射薬使用患者の実態   

 2015 年度〜2021 年度にかけてアドレナリン

注射薬の使用件数は年々増加傾向にあったが、

2020 年度は一時的に減少し、2021 年度には再

び増加した。年齢階級別では、0〜9 歳が最多で

あり、60 代にも比較的多くの投与が確認され

た。 

 

4. 投与後のエピペン処方状況と再投与率   

 アドレナリン注射後 90 日以内にエピペンが

処方された患者は、対象全体のうち半数未満に



留まっており、特に薬剤アレルギー由来のアナ

フィラキシーでは処方率が著しく低かった。さ

らに、730 日以内に再度アドレナリン投与され

た患者の件数は年々減少していた。 

 

D.考察 

FA における診療評価指標の構築にあたっては、

単純なエピペン処方件数ではなく、緊急投与後

のフォロー体制、再投与予防としての自己注射

薬の確保、さらには OFC 等を実施可能な専門医

療機関へのアクセスの評価までを含む包括的視

点が必要である。特に「人口10万人あたりの新

規エピペン処方率」や「アドレナリン投与患者

に対する自己注射薬非所持率」などの構造指標

は、緊急対応力や医療アクセスの地域差を反映

し得る可能性が高い。今後は、指標とアウトカ

ム（アナフィラキシー再発率など）の関連性検

討を通じて、妥当性を高めるとともに、医療資

源配置や患者教育支援施策への活用を視野に入

れる必要がある。 

 

E.結論 

森田班の基礎データ解析に加えて、本研究で

は地域別・年齢層別の診療状況を指標化する枠

組みを検討し、FA 診療の可視化と緊急対応体制

の強化に資する指標案の方向性を明らかにした。

今後は、緊急時医療対応能力を定量化する構造

指標の確立に向けて、OFC 実施率や再投与予防

率との複合的分析を進め、政策形成への応用可

能性を高めていく必要がある。 
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研究要旨 

本研究では、舌下免疫療法（SLIT）の処方実態および継続状況に着目し、アレルギー

性鼻炎（AR）診療の標準化に向けた評価指標の設計を目的とした。森田班による全国

処方動向データを基盤に、当班では都道府県別・年齢群別の SLIT 導入率と継続率を分

析し、地域間差異の構造と医療提供体制の特性を明らかにした。これらをもとに、標

準治療の普及度を反映する構造的指標案を検討した。 

 

 

A.研究目的 

本研究の目的は、アレルギー性鼻炎に対する

SLIT の普及状況および継続状況の地域差を可視

化し、医療の均てん化・治療標準化の進捗を定

量的に評価する指標を開発することである。特

に重症 AR における標準治療導入率および継続

率を、人口規模や医療資源配置と照合し、診療

体制の課題と改善余地を明らかにすることを目

指す。 

 

B.研究方法 

2018 年から 2021 年までの NDB を用い、ス

ギおよびダニに対する SLIT 新規処方患者を抽

出し、12 か月以上の継続処方を有する群を

「継続例」と定義した。都道府県別・年齢群別

の導入率および継続率を算出し、標準化人口

（10 万人あたり）で補正したうえで地域格差

を分析した。 

 

C.研究結果 

ダニ SLIT は 2018 年以降 5–14 歳で著しく増

加し、特に都市部の小児科・耳鼻科で多く処方

されていた。一方、スギ SLIT は成人において

増加傾向がみられた。都道府県別にみると、導

入率には最大で 4 倍以上の地域格差が存在し

た。継続率はダニ SLIT で約 60％、スギ SLIT

では 50％前後であり、継続率の高い地域では

診療所での導入率が高い傾向があった。 

 

D.考察 

SLIT の導入・継続における地域差は、診療機

関の分布や専門医の偏在といった、指導体制の

整備状況に依存している可能性がある。重症

AR に対する治療の標準化達成度を評価するに

は、「推定重症 AR 患者あたりの SLIT 導入

率」や「SLIT 導入例における 12 か月継続率」

といった複合指標の開発が有用であると考えら

れる。特に継続率は患者指導やアドヒアランス

支援体制を反映する可能性が高く、診療体制の

質的評価に直結する指標となり得る。今後、重

症群の定義および臨床アウトカムとの整合性を

確保しつつ、標準治療普及度の定量評価を進め

るべきである。 

 

E.結論 

本研究では、SLIT の処方・継続実態を通じ

て、アレルギー性鼻炎診療の地域差と構造的課



題を明確化した。今後は、都道府県別の導入

率・継続率を中核とした「標準治療普及指標」

の確立を通じて、AR 治療の質保証と地域格差

是正に資する科学的根拠を提供することが期待

される。 
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2025 年 5 月 23 日 
厚生労働大臣     殿 
 
                              機関名 国立病院機構相模原病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院 長 
                                                                                      
                              氏 名 安達 献         
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 令和６年度厚生労働科学研究費補助金（免疫・アレルギー疾患政策研究事業）   

２．研究課題名 アレルギー疾患医療の質および経年推移の可視化と、アレルギー疾患対策基本法に基づく

政策的介入効果の評価法の開発に関する研究                      

３．研究者名  （所属部署・職名） 臨床研究センター アレルギー性疾患研究部長            

    （氏名・フリガナ）佐藤 さくら ・ サトウ サクラ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



厚生労働大臣　　殿

機関名

所属研究機関長　職　名

氏　名

 次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

１．研究事業名

２．研究課題名

３．研究者名 （所属部局・職名）

（氏名・フリガナ）　　

４．倫理審査の状況

（※1） 当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし

一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2） 未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3） 廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

６．利益相反の管理

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針

（※3）
■ □ ■   国立病院機構三重病院 □

医学部 ・ 助教

神尾　敬子 ・ カンオ　ケイコ

該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入　（※1）

有 無 審査済み 　　　審査した機関 未審査(※2)

令和 7 年 2 月 25 日 

東京女子医科大学

学長

免疫・アレルギー疾患政策研究事業

アレルギー疾患医療の質および経年推移の可視化とアレルギー疾患対策基本法に基づく政策的介
入効果の評価法の開発に関する研究

山中　寿

 遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □   □

 厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

 等の実施に関する基本指針
□ ■ □   □

 当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定  有 ■　無 □（無の場合はその理由　：　　　　　　　　　　　　　）

 その他、該当する倫理指針があれば記入すること

 （指針の名称：　　　　　　　　　　　　　　　）
□ ■ □   □

 当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無  有 ■　無 □（無の場合は委託先機関：　　　　　　　　　　　　　）

 当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無  有 ■　無 □（無の場合はその理由　：　　　　　　　　　　　　　）

 当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無  有 □　無 ■（有の場合はその内容　：　　　　　　　　　　　　　）

 研究倫理教育の受講状況  受講 ■　未受講 □



 
別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

2025 年 5 月 20 日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 国立病院機構三重病院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  菅 秀      
 
次の職員の(元号)  年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 
１．研究事業名   令和６年度厚生労働科学研究費補助金（免疫・アレルギー疾患政策研究事業）   

２．研究課題名  アレルギー疾患医療の質および経年推移の可視化と、アレルギー疾患対策基本法に基

づく政策的介入効果の評価法の開発に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名） 臨床研究部・部長  

    （氏名・フリガナ） 長尾 みづほ ・ ナガオ ミヅホ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

2025 年 5 月 29 日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 国立研究開発法人国立成育医療

研究センター 
 
                      所属研究機関長 職 名 センター長 
                                                                                      
                              氏 名  五十嵐 隆       
 
次の職員の(元号)  年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 
１．研究事業名   令和６年度厚生労働科学研究費補助金（免疫・アレルギー疾患政策研究事業）   

２．研究課題名  アレルギー疾患医療の質および経年推移の可視化と、アレルギー疾患対策基本法に基

づく政策的介入効果の評価法の開発に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名） 国立研究開発法人国立成育医療研究センター・免疫アレルギー・感

染研究部・室長  

    （氏名・フリガナ） 森田 英明 ・ モリタ ヒデアキ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                 



当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


